
租税教室の開催
令和７年６月６日　　板橋小学校　　　参加者22名　講師２名（青年部）

令和７年６月９日　　西城小学校　　　参加者19名　講師２名（青年部）

令和７年６月10日　　東城小学校　　　参加者43名　講師２名（青年部）

令和７年６月11日　　東　小学校　　　参加者26名　講師２名（青年部）

令和７年６月13日　　小奴可小学校　　参加者９名　講師２名（青年部）

令和７年６月20日　　口和小学校　　　参加者11名　講師２名（青年部）

令和７年６月23日　　山内小学校　　　参加者12名　講師２名（青年部）

令和７年６月25日　　比和小学校　　　参加者７名　講師２名（青年部）

令和７年６月27日　　庄原小学校　　　参加者75名　講師２名（青年部）

令和７年７月15日　　高野小学校　　　参加者10名　講師２名（青年部）

庄原市管内13校中10校担当（３校は庄原間税会が担当）
参加者合計　234名　　講師累計　20名

○「庄原よいとこ祭」パレード参加　7.8.23

藤谷青年部会長と
青年部会員・合同参加の
庄原市子育て推進委員の
みなさん
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女性部会コーナー

令和７年前期（1～8月）の主な事業活動状況

○会員交流事業「フラワー通り花いっぱい運動」　

後列　　　　　　　久保氏　　　　　　　　三宅会長　　　　　　　　定丸氏
前列　　　　　　　岡辺氏　　　　　　　青木女性部会長　　　　　　西田氏

応援風景参加者のみなさん

○社会貢献事業「庄原市カープ応援隊」参加　7.7.10　阪神タイガース戦
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･庄原郷心会
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企業企業のの皆様皆様

法人会 自主点検チェックシート（国税庁後援）は、企業自らが自主的に点検することにより、
税務コンプライアンスの向上や、自社の成長、ひいては税務リスクの軽減に役立つものです。

まだ自主点検チェックシートに取り組まれていない
経営者の皆様も、是非一度お試しください。

お問い合わせ先お問い合わせ

自主点検チェックシートは、法人会ホームページ「自主点検チェックシート」
のコーナーからダウンロードできます。
また、同コーナーでは、使い方などをわかりやすく解説した「経営者のミカタ　
法人会自主点検チェックシート」を配信していますので、是非ご活用ください。

２． また、「法人事業概況説明書」 〈裏面〉17．「加入組
合等の状況」の欄には、法人会の会員である旨お
よび法人会での役職名を記入することができます。

※上記「１」「２」ともe-taxを利用した場合でも入力することができます。

（記入例）
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加
入
組
合
等
の
状
況

（役職名）

法人会の会員であることを
ご記入ください。

１． 平成 30 年４月１日以後終了事業年度分より「法人事業概況説明書」の様式が改訂され、〈表面〉に８．（５）「社
内監査」欄が新たに設けられました。

「社内監査」欄には、
各種チェックシート
等を活用した社内監
査実施の有無を記入
します。

「法人会 自主点検チェックシート」を活用し、
社内点検を実施した場合には、下記のように
記入してください。

⑸
社
内
監
査

実施の有無 有 無
（　 　）

法人会 自主点検チェックシートを
活用していますか？

自主点検チェックシートを活用した場合には、「法人事業概況説明書」に
（法人会 自主点検チェックシート）と記入することができます。

法人会　自主点検チェックシート

○○法人会会員

（法人会役職名をご記入ください）　　

　　○○法人会
電話番号等

URL等
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※平成 30年 4月 1日以後終了事業年度分より「法人事業概況説明書」の様式が改訂されております。

〇〇法人会
電話番号等
URL等
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令和７年8月 広島国税局・税務署

源泉所得税の新常識︕
いつでも、どこでも、ダイレクト

登録口座から
自動引落し

ログインして
入力・送信

➢➢ 法定納期限に自動で引落し（任意の引落日も設定可）

➢➢ 自宅や事務所で完結できて待ち時間不要

➢➢ 納付書不要で書き損じの心配も無用

➢➢ 納付に係る別途手数料も不要

➢➢ 金融機関や税務署窓口が開いてない時間でも納付可

【ダイレクト納付のメリット】

ﾀﾞｲﾚｸﾄ納付の
届出書を提出

税務職員ふたば

まずは

030201

ダイレクト納付の手続はこちらから

法人の代表者の皆さまへ

住所地等を所轄する税務署又は

業務センターへご提出ください。

※口座の登録には約１ヵ月程度

かかります。

e-Taxホームページからログイン

し、今まで納付書に記載していた

内容を入力し、データを送信しま

す。

法定納期限に自動で引落しされ

ます。【自動ダイレクト】

※即時又は任意の引落日を設定し、

引落しすることも可能です。

・ インターネットバンキング
・ クレジットカード納付（注）

・ スマホアプリ納付

様々なキャッシュレスが
ご利用できます！

（注）納付税額に応じた決済手数料がかかります。

源泉所得税のキャッシュ
レス納付のデモ版が体験
できます！
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基礎控除の⾒直し等に関する特設サイト

１ 基礎控除の⾒直し

・ 電話番号︓0570－02－4562（ナビダイヤル）
・ 受付時間︓9︓00〜17︓00（土日祝日及び12月29日〜１月３日を除く）

次表のとおり、合計所得⾦額に応じて、基礎控除額が改正されました。

令 和 ７ 年 度 税 制 改 正 に よ る
所 得 税 の 基 礎 控 除 の ⾒ 直 し 等 について

合計所得金額
（収入が給与だけの場合の収入金額（注））

基礎控除額
改正後

改正前令和７年分
令和８年分

令和９年分
以後

132万円以下 （200万3,999円以下） 95万円

48万円
132万円超 336万円以下 （200万3,999円超 475万1,999円以下） 88万円

58万円
336万円超 489万円以下 （475万1,999円超 665万5,556円以下） 68万円
489万円超 655万円以下 （665万5,556円超 850万円以下） 63万円
655万円超 2,350万円以下 （850万円超 2,545万円以下） 58万円

２ 給与所得控除の⾒直し
給与所得控除について、55万円の最低保障額が65万円に引き上げられました。
３ 特定親族特別控除の創設
居住者が特定親族(注)を有する場合には、その居住者の総所得⾦額等から、その特

定親族１人につき、その特定親族の合計所得⾦額に応じて最⼤で63万円を控除す
る特定親族特別控除が創設されました。

４ 扶養親族等の所得要件の改正
上記１の基礎控除の改正に伴い、次表のとおり、扶養控除等の対象となる扶養親

族等の所得要件が改正されました。

扶養親族等の区分
合計所得金額の要件

（収入が給与だけの場合の収入金額（注））

改正後 改正前
扶養親族
同一生計配偶者
ひとり親の生計を一にする子

58万円以下
（123万円以下）

48万円以下
（103万円以下）

配偶者特別控除の対象となる配偶者 58万円超 133万円以下
（123万円超 201万5,999円以下）

48万円超 133万円以下
（103万円超 201万5,999円以下）

勤労学生 85万円以下
（150万円以下）

75万円以下
（130万円以下）

本改正は、原則として、令和７年分以後の所得税について適⽤されます。
なお、令和７年11月までの給与等の源泉徴収事務に変更は⽣じません。

（注） 特定⽀出控除や所得⾦額調整控除の適⽤がある場合には、表の⾦額とは異なります。

(注) 居住者と⽣計を⼀にする年齢19歳以上23歳未満の親族（配偶者、⻘⾊事業専従者及び⽩⾊事業専従者を除き
ます。）で合計所得⾦額が58万円超123万円以下の人をいいます。

（注） 特定⽀出控除の適⽤がある場合には、表の⾦額とは異なります。

令和７年８月 広島国税局・税務署

〇「基礎控除の⾒直し等に関する特設サイト」
を開設しているので、詳しくはそちらをご確
認ください。

〇 令和７年９⽉16⽇から令和８年１⽉30⽇（期間は予定）に「給与支払者
向け所得税の基礎控除の⾒直し等に関するコールセンター」を開設する予定
ですので、制度に関する⼀般的なご相談はそちらへお問い合わせください。
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活用方法 地域資源の魅力向上、旅行者の受入環境の充実、その他の観光の振興を

図る施策に活用します。

課税対象 １１人人１１泊泊６６千千円円以以上上のの料料金金（税抜き・素泊まり料金）で

広島県内の宿泊施設に宿泊される方

※ 修学旅行等の宿泊については、学校長の証明書を

提出いただくことにより、課税免除となります。

詳しくは県ホームページをご確認ください。

税 額 １１人人１１泊泊 ２２００００円円  

 
 
 
 
 

登録手続き １人１泊６千円以上の料金設定がある場合は、「宿泊税特別徴収義務者

登録申請書」に必要な書類を添付して提出してください。
 

登録が不要 １人１泊６千円以上の宿泊料金の設定がなく、申告納入すべき宿泊税額が

となる場合 発生しないことが確実である施設については登録の必要はありませんが、

「登録義務免除対象宿泊施設届出書」と宿泊料金が確認できる資料の提出

をお願いします。

申告と納入 特別徴収義務者は、宿泊者から宿泊料金とともに宿泊税を徴収し、

各月の初日から末日までの宿泊税を、翌翌月月のの末末日日ままででにに申申告告・・納納入入します。

申告方法は、電子、郵便、持参のいずれかによります。

広島県総務局税務課 指導第二グループ

：０８２－５１３－２３３１ ：０５０－３１５６－３４８３

宿泊税に関する情報は、随時県ホームページに掲載

しますので、詳しくはこちらからご確認ください。
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 庄原市からのお知らせ 
 

  

  
中小企業等経営強化法に基づき、市から先端設備等導入計画の認定を受けて取得した設備 

について、固定資産税（償却資産）の課税標準の特例措置を受けることができます。 

対対象象設設備備  

先先端端設設備備のの種種類類  取取得得価価格格要要件件  

機械装置  160 万円以上  

測定工具・検査工具  30 万円以上  

器具備品  30 万円以上  

建物附属設備  60 万円以上  

特特例例内内容容  

賃賃上上げげ表表明明  取取得得時時期期  特特例例適適用用後後のの固固定定資資産産税税  

１．５％以上 Ｒ７.４.１～Ｒ９.３.３１ （３年間）２分の１ 

３．０％以上 Ｒ７.４.１～Ｒ９.３.３１ （５年間）４分の１ 

特例措置を受けるためには、毎年１月の償却資産申告と併せて、先端設備等導入計画に係る認定書等

の提出が必要です。詳しくは庄原市ホームページをご覧ください。 

問問いい合合わわせせ先先 総務部税務課資産税係 電話 0824-73-1144 

（先端設備等導入計画の申請・認定に関すること：企画振興部商工観光課 電話 0824-73-1178） 

 

  

  

  

対対象象者者  

次のすべてに該当する製造業、卸売業、小売業等を営む者 

 ①令和６年に庄原市内において課課税税標標準準額額のの合合計計額額がが 33,,000000 万万円円以以上上のの設設備備投投資資を行った者 

 ②青色申告を提出する法人及び個人 

 

助助成成金金のの額額  

 設備投資（課税標準額の上限：10 億円）の固定資産税相当額に、以下の助成率を乗じたもの 

 【１年度目】100/100 【２年度目】70/100 【３年度目】50/100 （各年度：千円未満切捨て） 

 

申申請請書書のの提提出出期期間間  

 提出期間：令和８年１月５日（月）～令和８年１月 30日（金） 

  

問問いい合合わわせせおおよよびび提提出出先先   企画振興部商工観光課 電話 0824-73-1178  

固固定定資資産産税税（（償償却却資資産産））のの特特例例措措置置ににつついいてて 

〔注意点〕 

・生産、販売活動等に直接用いるものであること。 

・太陽光等の再生可能エネルギー発電設備は、 

自社消費目的のみ対象となります。 

「「中中小小企企業業振振興興事事業業助助成成金金」」ののおお知知ららせせ  
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後 藤 茂 行 （副会長・広報統括） 加 島 俊 次 （広報委員長）

塩 本 誠 二 （広報副委員長） 定 丸 義 輝 （専務理事）



広島支社/
広島県広島市中区紙屋町1-2-27（大同生命広島ビル）
TEL 082-241-8191

広島支店/
広島県広島市中区基町12-6AIG広島ビル
TEL 082-535-6010


